学校図書館班2004年度報告書
メンバー

堀川照代，根本彰(以上，研究分担者)

片岡則夫，河西由美子，中村百合子，平久江祐司，古賀節子(以上，研究協力者)

 １．経過および活動の概略

　学校図書館班では，2003年度当初に，現行の司書教諭制度をもとに議論していくのではなく，まず，望ましい学校図書館専門職像を明らかにしたうえで，その養成について検討を進めていくことを共通の認識とした。その学校図書館担当者としてめざすべき専門職像は，メディアや情報に関わる校務分掌として従来別々に設けられていた，図書館，視聴覚，情報などを統合して担当する者とし，「学校内情報メディア専門家」と仮に呼ぶこととした。

　この専門職像について，2003年12月～2004年１月に，教育工学やメディア教育，文教施策の領域の専門家５人に意見をうかがい，学校図書館担当者として「学校内情報メディア専門家」をめざすという学校図書館班の方向性に確信を得た。

　次の段階として，学校現場で行われている職務の実態を把握し，われわれが考える学校内情報メディア専門家の職務との間にどれほどの乖離があるかを明らかにすることを目的に，郵送による全国調査を実施することとした。2004年３月にその質問紙の設計を行ったが，その際に，黒沢学氏（東京電機大学）より社会調査の実施法及び統計処理に関する講義を受けた。

　以上の前年度の活動に引き続き，2004年度には，全国1042校に対して７月に質問紙を郵送して調査を実施した。その分析結果をふまえ，回答に特徴が見られた回答者を抽出して，学校図書館担当者の養成等に関して示唆を得るために，フォーカスグループインタビューを行うこととした。

　インタビューの事前勉強会として2004年10月に三輪眞木子氏よりフォーカスグループインタビューの概要について講義を受け，2005年１月に６人の参加者を得てフォーカスグループインタビューを実施した。

　全国調査に関しては，2003年11月の日本図書館情報学会で「学校図書館の業務に関する調査研究」としてその概略を報告した。 そのほか，９月にLIPER公開シンポジウムにおいて2003年度からの研究経過を報告し，９月末には，日本教育工学会研究大会にて河西由美子，中村百合子が「学校図書館専門職の養成に関する調査研究」を発表した。これは，主に，上述の５人の専門家への聞き取り調査の成果をまとめたものである。

 ２．全国調査の概略

（１）質問紙の設計

　調査にあたっては，①回答者の属性・所属校に関する質問，②学校図書館に関する職務の現状認識に関する質問，③自由記述欄から構成された質問紙を作成した。

　なお，②の職務の現状認識に関する質問については，先行研究や調査等から，学校図書館の業務として考えられる項目を選び出していった。その上で②については，分析の枠組みとして，議論の上で，６つからなるカテゴリを設定し，それぞれの質問項目を集約させていった。そのカテゴリは，（Ａ）メディアの多様化，（Ｂ）ＩＴの導入，（Ｃ）児童生徒の学習支援，（Ｄ）教職員の教授支援，（Ｅ）図書館利用の活性化，（Ｆ)開かれた図書館経営の６つである。

（２）プレテストの実施

①　まず質問紙の改良を目的とした，第１プレテストを４月下旬に実施した。

　　対象者は，過去５年間に各種学校図書館関連の研究大会等での発表者の中から，任意　に学校図書館担当者41名を選び，質問紙を郵送して回答してもらった上で，改良すべき点などを指摘してもらった。41名中，26人の回答があり回収率は63.4%であった。このプレテストをもとに，質問紙上の記述や，職務の現状認識についての質問を修正した。

②　次に，全国調査のテストケースとして，５月下旬に小規模な第２プレテストを実施し　た。対象者は『全国学校要覧』（原書房）から，35校を単純無作為抽出で選び出した。　また，4校を任意で調査対象として追加した。以上の学校の学校図書館担当者宛に引き　続き，郵送して返送してもらう形式で行い，回答は16校からあり，回収率は41.0%であった。

　これを踏まえて，さらに質問紙の修正を加えた。その結果，①　回答者の属性・所属　校に関する質問（16問），②学校図書館に関する職務の現状認識に関する質問（101問），　③自由記述欄から構成された本調査用の質問紙が作成された。

　なお本調査の質問紙については，LIPER学校図書館班のページ（http://plng.p.u-tokyo.ac.jp/liper/）よりダウンロード可能である。

（３）本調査の実施と結果概要

　2004年７月に，全国の私立・公立・国立の小・中・高等学校から無作為抽出した1042校に質問紙を郵送した。364校から回答があり，回収率は36％であった。

　回答結果の分析では，４件法の選択肢の中の「4.実施」，「3.概ね実施」と回答した者を合計して全体に占める割合（職務実施率）を求め，分析の指標として用いた。校種別に101項目の職務実施率をみると，小学校と中学校の回答傾向は高等学校に比べて，回答パターンの類似性が高かった。また，小学校と高等学校ではそれぞれに突出した項目が見られたが，中学校のみで突出した項目はなかった。そこで，小学校と高等学校を比較しながら職務の類型化を行い，６カテゴリごとに散布図を作成し，その分布をみることによって，かなり明確な分布パターンが確認できた。これらの分布から，小学校と高等学校で共通して実施率の高い職務（18），小学校のみに実施率の高い職務（5），高等学校のみに実施率の高い職務（18）などが明らかになった。またカテゴリ別では「ITの導入」の実施率は低く，実施状況とカテゴリの項目立ての乖離が見られた。

　さらに，学校図書館事務職員（学校司書など）の有無と職務の実施率をクロス集計してみると，事務職員がいる学校では，レファレンスサービスや図書館利用統計，図書館報の作成などの実施率が高く，いわゆる「図書館の仕事」を実質的に担当しているのは学校司書などの事務担当者であることが明白になった。これによって，現在一般的に言われている学校司書等の存在の意義が，実証的に明らかにされたといえる。

　今後は，これらの結果を既存のアンケート調査の結果と比較し，信頼性を検証する予定である。

 ３．フォーカスグループインタビューの実施

　フォーカスグループインタビューの対象には，全国調査の分析結果から，「（B）ITの導入」と「（D）教職員の教授支援」の２つのカテゴリの実施率がともに高い学校の回答者と，実施率がともに低い学校の回答者を抽出することとした。

　これは，いくつかの仮説を議論した結果，カテゴリ（B）が特徴的なデータであったこと，そして，（B）は「ITの導入」という，これからの日本の学校図書館像，つまりメディアセンター・情報センター化において非常に重要な職務であることから，特に注目すべき職務カテゴリであることを確認して，（B）データを用いたグループを抽出することとしたのである。

　しかしながら，カテゴリ（B）に対する回答のみで，フォーカスグループインタビュー対象者を抽出することは，過度に（B）というインフラ整備に関わる職務群に重きを置くことになってしまう可能性が考えられた。そこで，学校図書館の目的と（A）や（B）以上に直接的に>関わっていると考えていた，カテゴリ（C）または（D）に対する回答と(B)とを合わせて，検討することとした。つまり，インフラの整備に関する（B）が，学校図書館の目的に関するカテゴリとどう連動しているかを見ながら，インタビュー 対象者を抽出することを選択した。

　そこで，（B）と，（C）または（D）に対する回答の相関関係に戻って確認したところ，（B）と（C）よりも，（B）と（D）の相関が比較的高めであったことから，（B）と（D）の双方に対する回答が高いグループと低いグループを抽出して，フォーカスグループインタビューの対象者を決定した。（B）と（D）の双方のカテゴリについて，回答が高いグループと低いグループを合わせてひとつのフォーカスグループを結成した理由は，（B）および（D）への回答の背景や要件などをインタビューから聞き出すためには，（B）と（D）への回答が高いグループと低いグループをあえて同一のグループにすることで，相互の議論の発生を促し，データを得る，というように考えたからである。

　そこで，（B）と（D）の回答に顕著な結果が認められた回答者11人を抽出して，2004年11～12月に郵送と電話によりインタビューへの参加を依頼した結果，７人から了承が得られた。

　2005年１月８日に，６人の参加を得て（一人が急に都合が悪くなり不参加），フォーカスグループインタビューを東京大学で実施した。インタビューそのものは２時間であったが，事前に準備時間，インタビュー後に茶話会をもった。インタビュー内容は，「ＩＴ」と「教授支援」の実状，学校図書館業務に役立った資格取得のための科目や，学校図書館専門職の資格・制度についてなどである。このインタビュー記録の分析を現在進めており，５月の日本図書館情報学会春季研究集会で発表の予定である。

 ４．今後の予定

　昨年度実施の情報専門家等へのインタビュー，および，今年度実施の質問紙全国調査とフォーカスグループインタビューの調査結果をまとめて，「学校内情報メディア専門家」のイメージを示した中間報告を５月末までに作成し，その報告書を関係者（学校図書館の担当者・研究者，情報教育担当者など）に配布して意見を聴取する予定である。

　そのほか，専任司書教諭や指導主事，学校長などへのインタビュー調査を夏に実施する計画を立てている。司書教諭課程担当者についても，必要ならばインタビューを行う。

　以上のような2003年度からの調査研究の発表論文を含め，学校図書館班の研究活動とそれをもとにした提言をまとめて，最終報告とする予定である。
